
美浜町条例第２６号 

 

 

美浜町心身障害者医療費の助成に関する条例 

 

美浜町心身障害者医療費の助成に関する条例（昭和４７年美浜町条例第２２号）の

全部を改正する。 

（目的） 

第１条 この条例は、心身障害者に係る医療費の一部を助成することにより、心身障

害者の適正な医療の確保と心身の健康保持を図り、もって心身障害者の福祉の増進

に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「心身障害者」（以下「障害者」という。）とは、次の各

号のいずれかに該当する者をいう。 

(1) 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の規定により 

身体障害者手帳の交付を受けた者で、身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚 

生省令第１５号）別表第５号に定める１級、２級、３級又は４級の障害を有する

もの 

(2) 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１２条の児童相談所又は知的障害 

者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第１２条の知的障害者更生相談所において 

次のいずれかに該当すると判定された者で、療育手帳の交付を受けたもの 

ア 重度の知的障害者であって、知能指数がおおむね３５以下のもの 

イ 知的障害者であって、介護度が１度又は２度を有するもの 

ウ 知能指数が５０以下と判定された者 

(3) 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）第４ 

５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け、精神保健及び精

神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政令第１５５号）第６条第３項に

定める１級又は２級の障害を有する者であって、障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第５４条第３項の

規定により自立支援医療受給者証（精神通院）の交付を受けたもの 

２ この条例において「社会保険各法」とは、次に掲げる法律をいう。 

(1) 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号） 

(2) 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

(3) 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 

(4) 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

(5) 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 

(6) 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 

(7) 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号） 



３ この条例において「保護者」とは、親権を行う者、後見人その他の者で、障害者

を現に監護しているものをいう。 

４ この条例において「一部負担金」とは、社会保険各法の規定による給付又は支給

を受けた場合において、該当法令の規定により被保険者、加入者、組合員又は被扶

養者（以下「被保険者等」という。）が負担することとなる費用をいう。 

５ この条例において「医療機関」とは、社会保険各法の規定による保険給付を取り

扱う病院、診療所、薬局等をいう。 

６ この条例において「協力医療機関」とは、医療機関のうち、障害者に対する療養

を行った場合、当該療養に要した費用の額その他助成の額の算定に必要な情報を福

井県国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）又は社会保険診療報酬支

払基金（以下「支払基金」という。）に提供する等の協力を行うものをいう。 

（助成対象者） 

第３条 この条例による医療費の助成（以下「助成」という。）の対象となる者（以

下「助成対象者」という。）は、美浜町に住所を有する障害者（病院、障害者支援

施設その他規則で定める施設（以下「施設等」という。）に入院、入所又は入居（以

下「入所等」という。）をし、当該施設等の所在する場所に住所を変更したことに

より、美浜町以外の市町村から当該施設等に入所等をする際に美浜町に住所を変更

したと認められる者を除く。）であって、社会保険各法の規定による被保険者等（社

会保険各法の規定による継続給付を受けている者を含む。）であるものとする。た

だし、次に掲げる者を除く。 

(1) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定による保護を受けている者 

(2) 中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び 

特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）の規定による 

支援給付を受けている者 

(3) 美浜町子ども医療費の助成に関する条例（平成３０年美浜町条例第２５号）の

規定による助成を受けている者 

(4) 美浜町母子家庭等医療費の助成に関する条例（平成３０年美浜町条例第２４号 

）の規定による助成を受けている者 

２ 前項本文の規定にかかわらず、美浜町以外の市町村に所在する施設等に入所等を

したことにより、当該施設等の所在する市町村に住所を変更したと認められる障害

者であって、当該施設等に入所等をする際に美浜町に住所を有していたと認められ

るもの（継続して２以上の施設等に入所等をしている者にあっては、最初の入所等

の前に美浜町に住所を有していたと認められる場合に限る。）は、助成対象者とす

ることができる。 

（所得制限） 

第４条 前条の規定にかかわらず、障害者、当該障害者と生計を一にする当該障害者

の配偶者又は当該障害者の扶養義務者（民法（明治２９年法律第８９号）第８７７

条第１項に規定する扶養義務者をいう。以下同じ。）のいずれかの者の前年の所得



（１月から７月までの間に医療機関において受けた療養に係る助成については、

前々年の所得）が、その者の扶養親族等（所得税法（昭和４０年法律第３３号）に

規定する控除対象配偶者及び扶養親族をいう。）の有無及び数並びに障害者、当該

障害者と生計を一にする当該障害者の配偶者又は当該障害者の扶養義務者の区分

に応じ、規則で規定する額を超える場合は、助成は行わない。 

（助成の範囲） 

第５条 町長は、次の各号に掲げる次条に規定する者の区分に応じ、当該各号に定め

る額の助成を行うものとする。ただし、社会保険各法以外の法令その他規程により

公費負担金、附加給付金等を受けることができる場合は、当該一部負担金の額から

当該公費負担金、附加給付金等の額を控除した額について行うものとする。 

(1) 助成対象者 自己が受けた療養に要する費用の一部負担金に相当する額 

(2) 保護者 次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ定める額 

ア 保護者が、その監護する助成対象者が受けた療養に要する費用の一部負担金 

を医療機関に支払った場合 当該一部負担金の額 

イ 保護者が監護する助成対象者が、母子保健法（昭和４０年法律第１４１号） 

第２０条第１項に規定する養育医療の給付を受けた場合 同法第２１条の４第 

１項の規定により徴収する養育医療の給付に要する費用の範囲内で町長が別に 

定める養育医療の負担金に相当する額 

２ 前項の規定にかかわらず、第２条第１項第１号に掲げる障害者のうち４級に該当

する者については、前項に規定する助成の額に２分の１を乗じて得た額（その額に

１円未満の端数があるときはその端数を切り捨てた額）とし、第２条第１項第３号

に該当する者にあっては、病院又は診療所へ入院しないで行われる療養を受けた場

合において必要な費用の負担に限るものとし、児童福祉法第２４条の２第１項に規

定する指定障害児入所施設等に入所等をした者が当該指定障害児入所施設等におい

て療養を受けた場合については、一部負担金のうち食事の提供に要した費用に係る

部分を除いた部分の額に限るものとする。 

（助成を受ける者） 

第６条 助成を受ける者は、助成対象者又はその保護者であって、社会保険各法の規

定による被保険者等であるものとする。 

（受給者証の交付） 

第７条 前条に規定する者は、助成を受けようとするときは、あらかじめ町長から当

該助成を受ける資格（以下「受給資格」という。）がある旨の証明書（以下「受給

者証」という。）の交付を受けなければならない。 

２ 受給者証の交付を受けようとする者は、規則で定めるところにより町長に申請を

しなければならない。 

３ 町長は、前項の申請があったときは、受給資格についての審査を行い、受給者証

の交付の適否の決定を行うものとする。 

（受給者証の有効期間） 



第８条 受給者証の有効期間は、交付期日から交付期日後最初の７月３１日までとし、

８月１日に更新する。 

（受給者証の提示） 

第９条 受給者証の交付を受けた者（以下「受給者」という。）は、当該受給者証に

記載された助成対象者が協力医療機関において療養を受けようとするときは、社会

保険各法に規定する被保険者証、加入者証又は組合員証とともに当該受給者証を提

示しなければならない。 

（助成の申請） 

第１０条 助成は、助成対象者が医療機関において療養を受けたときにその受給者で

あった者（以下「申請受給者」という。）の申請に基づき行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、助成対象者が協力医療機関において療養を受けた場合

においては、国保連又は支払基金から町長に当該療養に要した費用の額その他助成

の額の算定に必要な情報の報告があったときに、申請受給者から同項の申請があっ

たものとみなす。 

３ 第１項の申請は、助成対象者が療養を受けた日の属する月の翌月の初日から起算

して６か月を経過するまでに行わなければならない。ただし、次の各号のいずれか

に該当するときは、当該起算日は、それぞれ当該各号に定める日とする。 

(1) 医療機関からの一部負担金の請求が遅延したことにより、申請受給者が第１項

の申請をすることができなかったとき 当該請求のあった日の翌日 

(2) 災害その他やむを得ない理由により、申請受給者が第１項の申請をすることが

できなかったとき、又は国保連若しくは支払基金から前項の報告がなされなかっ

たとき 当該やむを得ない理由が止んだ日の翌日 

（助成の方法） 

第１１条 町長は、前条第１項の申請があったときは、適時にその内容を審査し、助

成の適否を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により助成が適当であると認めた場合は、前条第１項の申請

があった日から９０日以内に助成の額を当該申請受給者に支払うものとする。ただ

し、協力医療機関からの情報に基づき、国保連又は支払基金から町長に対して申請

受給者が負担すべき助成対象者（協力医療機関で療養を受けた日において満１５歳

に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者に限る。）に係る一部負担金

に係る請求があった場合は、適時にその内容を審査し、申請受給者に代わり国保連

又は支払基金を経由し協力医療機関に支払うことにより、当該申請受給者に対し、

助成があったものとみなす。 

（届出の義務） 

第１２条 受給者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、その旨を町

長に届け出なければならない。 

(1) 受給者又は助成対象者の氏名、住所その他の第７条第２項の申請に係る事項に

ついて変更があったとき。 



(2) 助成を受けた後、当該助成事由が第三者の行為によって生じたものであること 

が判明したとき。 

２ 受給者が死亡したときは、戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）第８７条に規定

する死亡の届出義務者は、速やかに、その旨を受給者証を添えて町長に届け出なけ

ればならない。 

（助成の制限） 

第１３条 町長は、助成事由が第三者の行為によって生じたものである場合で、助成

対象者が当該第三者から損害賠償を受けたときは、その額の限度において助成を行

わず、又は既に助成した額を返還させることができる。 

（助成金の返還） 

第１４条 町長は、偽りその他不正行為によって助成を受けた者があるときは、その

者から当該助成を受けた額の全部又は一部を返還させることができる。 

２ 町長は、第５条の規定により助成すべき額を超えて助成を受けた受給者があると

きは、その者からその超える額に相当する額を返還させることができる。 

３ 町長は、受給者が、助成を受ける前に、当該助成を受ける額の全部又は一部を前

条又は前２項の規定により命じられた返還に充てる旨を申し出た場合には、当該助

成を行う際に当該返還を命じた額を徴収することができる。 

（委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 （施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の美浜町心身障害者医療費の助成に関する条例の規定は、

この条例の施行の日以後の受診に係る医療費の助成について適用し、同日前の受診

に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 


